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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
【表示方法の変更】 

  

 

【簡便な会計処理】 

  

 
  

  

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

(1) 連結の範囲の変更 

連結子会社であった、兵庫ニチレキ㈱は近畿ニチレキ工事㈱と合併したため、第１四半期連結会計期間よ

り連結の範囲から除外しております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

23社 

(1) 「工事契約に関する会計基準」の適用 

完成工事高および完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半

期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しております。 

これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 

１ 連結の範囲の変更

２ 会計処理基準に関する事項の変更

 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年10月１日  
  至 平成21年12月31日) 

（四半期連結貸借対照表関係） 

前第３四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めていた「貯蔵品」（前第３四半期連結会計

期間105百万円、当第３四半期連結会計期間101百万円）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、当第３四

半期連結会計期間では「原材料及び貯蔵品」に含めて表示しております。 
 

 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 
２ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により算定

しております。 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。 

期首に算定した年間の退職給付費用を期間按分する方法により算定しております。 

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

６ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。 

３ 棚卸資産の評価方法

４ 退職給付費用の期間按分計算

５ 経過勘定項目の算定方法
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末 

(平成21年３月31日) 

   

※１ 受取手形裏書譲渡高 23百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 16,754百万円 
 

   

※１ 受取手形裏書譲渡高 39百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 15,778百万円 

※３ のれん及び負ののれんの表示 

のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま
す。相殺前の金額は次のとおりであります。 

  のれん 7百万円 

  負ののれん 283百万円 

  差引額 276百万円 

※３ のれん及び負ののれんの表示 

のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま
す。相殺前の金額は次のとおりであります。 

 のれん 9百万円 

 負ののれん 336百万円 

 差引額 327百万円 

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理 

四半期連結会計期間末日については、手形交換日
をもって決済処理しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関
の休日であったため、次の満期手形が当四半期連
結会計期間末日の残高に含まれております。 

        受取手形 161百万円 

 
  

 

 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

※１ 当社グループの売上高は、通常の営業の形態とし
て、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合
が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高
と下半期の売上高との間に著しい相違があり、
上半期と下半期の業績に季節的変動がありま
す。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 1,673百万円 

賞与引当金繰入額 219百万円 

退職給付費用 233百万円 

減価償却費 317百万円 

貸倒引当金繰入額 51百万円 

※１ 同左 
  
 
  
 
  

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 1,789百万円 

賞与引当金繰入額 233百万円 

退職給付費用 247百万円 

減価償却費 298百万円 

貸倒引当金繰入額 37百万円 
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第３四半期連結会計期間 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

※１ 当社グループの売上高は、通常の営業の形態とし
て、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合
が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高
と下半期の売上高との間に著しい相違があり、
各四半期に相違が見られるなど季節的変動があ
ります。 

※１ 同左 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 367百万円 

賞与引当金繰入額 219百万円 

退職給付費用 84百万円 

減価償却費 103百万円 

貸倒引当金繰入額 35百万円 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 468百万円 

賞与引当金繰入額 233百万円 

退職給付費用 82百万円 

減価償却費 113百万円 

貸倒引当金繰入額 41百万円 
 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） 

  

現金及び預金勘定 7,758百万円   
取得日から３ヵ月以内に満
期日又は償還日の到来する
短期投資(有価証券) 

15百万円 

  
現金及び現金同等物 7,773百万円   

  

現金及び預金勘定 11,434百万円   
取得日から３ヵ月以内に満
期日又は償還日の到来する
短期投資(有価証券) 

15百万円 

  
現金及び現金同等物 11,450百万円   
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１

日 至 平成21年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

４ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

株式の種類 
当第３四半期 

連結会計期間末 

普通株式（株） 31,685,955 

株式の種類 
当第３四半期 

連結会計期間末 

普通株式（株） 2,564,286 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 233 8.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金 
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平成21年２月６日

ニチレキ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニ

チレキ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチレキ株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人日本橋事務所

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    千    葉    茂    寛    印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    渡    邉         均    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  

平成22年２月10日

ニチレキ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニ

チレキ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチレキ株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人日本橋事務所

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    千    葉    茂    寛    印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    渡    邉         均    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年２月12日 

【会社名】 ニチレキ株式会社 

【英訳名】 NICHIREKI CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山内 幸夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北四丁目３番29号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 山内幸夫は、当社の第66期第３四半期(自 平成21年10月1日 至 平成21年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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